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さいたま市告示第１０００号 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条の１１第１項の確認をしたので、同法

第５８条の１１の規定により告示する。 

令和３年６月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 特定子ども・子育て支援提供者の名称 

  城戸浩美 さいたま産後ケアステーション 

２ 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の名称及び所在地 

  名称 

   さいたま産後ケアステーション 

   所在地 

   （省略） 

３ 確認の年月日 

  令和３年４月１９日 

４ 子ども・子育て支援施設等の種類 

  認可外保育施設 

５ 子ども・子育て支援法施行規則（平成２４年内閣府令第４４号）第２８条の１８第３項を満たし

ているか否かの別 

 ※法第 7 条第 10 項第 5 号に掲げる事業（認定こども園、幼稚園又は特別支援学校の預かり保育）

の場合に限る。 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１００１号 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５８条の６第１項の規定による同法第３０条

の１１第１項の確認の辞退があったので、同法第５８条の１１の規定により別紙のとおり告示する。 

令和３年６月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

  



さ い た ま 市

名称

埼玉ヤクルト販売株
式会社

埼玉ヤクルト保育園　え
くぼ保育ルーム

さいたま市桜区 上大久保258-1 令和3年4月30日 認可外保育施設 －

石川　美鶴 キッズライン花子 （省略） 令和3年5月10日
認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

梅本　理恵子 梅本　理恵子 （省略） 令和3年5月25日
認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

久保田　千尋 久保田　千尋 （省略） 令和3年5月12日
認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

冨澤　陽子 冨澤　陽子 （省略） 令和3年3月1日
認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第５８条の６第１項の規定による同法第３０条の１１第１項の確認の辞退をした子ども・子育て支援施設等

特定子ども・子育て
支援提供者の名称

特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所 子ども・子育て支援施設
等の種類

確認の辞退の年月
日

子ども・子育て支援法施行規則第
28条の18第3項を満たしているか
否かの別（一日8時間以上、一年
200日以上開園）

所在地※

※の欄は、個人が行う居宅訪問型事業は、プライバシー保護の観点から個人住所を非公開としております。
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さいたま市告示第１００２号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市浦和区瀬ヶ崎四丁目３１７番３、３１７番６、３１９番１、３２０番１、３２０番７ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 

３ 許可番号 

 令和２年７月１４日 

 第 開‐Ｓ２０２００２５ 号 

４ 検査済証番号 

 令和３年６月１５日 

 第 完‐Ｓ２０２００２５ 号 
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さいたま市告示第１００３号 

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年６月２２日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和３年６月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 
年齢  

（推定） 
首輪の

有無 
特  徴 

６月 
１１日 

猫 中央区円阿弥 雑種 オス キジトラ 
2～4 週

齢 
無  

６月 
１２日 

猫 西区プラザ 雑種 メス 白 5～8 歳 無  

連絡先 

   担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 

  電話  ０４８（８４０）４１５０ 

  ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第１００４号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第１９条第１項の

規定により、さいたま都市計画公園を変更したいので、同法第２１条第２項において準用する同法第

１７条第１項の規定により次のとおり公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。 

なお、本市の住民及び利害関係人は、縦覧期間満了の日までに、当該都市計画の案について、本市

に意見書を提出することができる。 

令和３年６月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１  都市計画の種類及び名称 

（１） 種類 さいたま都市計画公園 

（２） 名称 ５・５・１１号さいたまセントラルパーク 

２  都市計画を変更する土地の区域  

さいたま市大宮区天沼町一丁目及び二丁目地内 

３  都市計画の変更の案の縦覧場所 

都市局都市計画部都市公園課、都市局北部都市・公園管理事務所管理課、都市局南部都市・公園

管理事務所管理課 

４ 縦覧期間 

令和３年６月１６日（水）から令和３年６月３０日（水）まで 

  ただし、土・日曜日・祝日は除く。 

５ 意見書提出期間 

令和３年６月１６日（水）から令和３年６月３０日（水）まで 

  ただし、土・日曜日・祝日は除く。 

６ 意見書の提出先 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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さいたま市告示第１００５号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 

令和３年６月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 申請者 

  住所 東京都杉並区宮前一丁目１５番１３号 

  氏名 株式会社ホーク・ワン 代表取締役 菊池 健太 

２ 位置指定道路の概要 

  道路の位置 さいたま市浦和区神明一丁目２５番８ 

  指定の年月日 令和３年６月１７日 

  指定の番号 第南２１－００９号 

  道路の幅員 ４．００ｍ 

   道路の延長 １７．９７ｍ 
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さいたま市告示第１００６号 

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年６月２２日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和３年６月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 
年齢  

（推定） 
首輪の

有無 
特  徴 

６月 
１５日 

犬 緑区中野田 雑種 メス 茶 ５～８歳 無  

連絡先 

   担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 

  電話  ０４８（８４０）４１５０ 

  ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第１００７号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第２項の規定による道路を廃止したので、さいたま

市建築基準法施行細則（平成１３年規則第２１５号）第１３条第２項の規定により、次のとおり告示す

る。 

令和３年６月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 道路廃止の概要 

  道路の位置 さいたま市西区三橋六丁目 

１５００番３、１５００番３地先、１５０３番１の一部 

  廃止の年月日 令和３年６月１６日 

  道路の幅員 ４．００ｍ 

  道路の延長 ９．５５１ｍ 
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さいたま市告示第１００８号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 

令和３年６月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 申請者 

（１） 住所 春日部市大沼四丁目１番地 

（２） 氏名 株式会社 仁 代表取締役 志賀 貴生 

２ 位置指定道路の概要 

（１） 道路の位置 さいたま市岩槻区西町四丁目５７０８番５ 

（２） 指定の年月日 令和３年６月１６日 

（３） 指定の番号 第北２１－００４号 

（４） 道路の幅員 ６．００ｍ 

（５） 道路の延長 ５５．４３ｍ 
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さいたま市告示第１００９号 

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。 

令和３年６月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 保管理由 

 さいたま市自転車等放置防止条例 

２ 保管開始年月日 

 令和３年 ６月１１日 

３ 保管場所及び放置箇所 

  新開自転車保管所 

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域 

  吉野原自転車保管所 

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、 

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心 

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車 

  大戸自転車保管所 

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都 

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域 

  岩槻自転車保管所 

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域 

４ 保管自転車 

   別紙のとおり 

５ 保管台数 

    計 ６５台 

６ 連絡先 

  担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所 

  電話 ０４８（６５２）８８１２ 

  



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2021/06/07 南浦和駅東口 埼玉県警21-212816523 F80601048           

2021/06/07 南浦和駅西口 不明 TK14A103652         

2021/06/08 南浦和駅東口 埼玉県警05-5088076 B4J10570            

2021/06/08 武蔵浦和駅 埼玉県警15-5548156 H5H79575            

2021/06/08 武蔵浦和駅 埼玉県警18-8014788 B7X74657            

2021/06/08 武蔵浦和駅 埼玉県警19-195162778 T5CAG392            

2021/06/10 南浦和駅東口 埼玉県警14-4032315 ME80018             

2021/06/10 南浦和駅西口 埼玉県警16-6123730 ST0I A06164          

2021/06/10 武蔵浦和駅 不明 K00206326           

2021/06/10 武蔵浦和駅 埼玉県警16-6053614 B5L47772            

2021/06/10 西浦和駅 埼玉県警17-7122587 C2BF3648            

2021/06/11 東浦和駅 埼玉県警13-3437323 A13AG59695          

2021/06/11 東浦和駅 埼玉県警19-195063591 F190779370          

2021/06/11 武蔵浦和駅 埼玉県警21-212231835 A20PK12802          

2021/06/14 1/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2021/06/07 大宮駅東口 埼玉県警15-5498825 ST0GA14986          

2021/06/07 大宮駅西口 埼玉県警19-191934334 STD000114           

2021/06/07 大宮駅西口 不明 F7C02311            

2021/06/07 大宮駅西口 不明 PH9NL00659          

2021/06/07 北大宮駅 不明 CT20169             

2021/06/07 北大宮駅 不明 E4J31844            

2021/06/08 大宮駅東口 不明 STI 044748           

2021/06/08 大宮駅西口 埼玉県警15-5257322 A15AB10665          

2021/06/10 大宮駅東口 埼玉県警20-203901399 SUG029458           

2021/06/10 大宮駅東口 埼玉県警04-4226887 G45F00886           

2021/06/10 大宮駅東口 埼玉県警18-8423080 F80602303           

2021/06/10 大宮駅東口 埼玉県警17-7498092 S7H220639           

2021/06/10 大宮駅東口 埼玉県警19-193772196 A19AF18361          

2021/06/10 大宮駅西口 不明 QS9LB2903           

2021/06/10 大宮駅西口 埼玉県警17-7078213 H7F38776            

2021/06/10 大宮駅西口 埼玉県警20-202458637 SUC023853           

2021/06/10 大宮駅西口 埼玉県警19-193943217 H9H62126            

2021/06/11 大宮駅東口 埼玉県警16-6335127 B5L13180            

2021/06/11 大宮駅東口 埼玉県警19-192787025 SSI 003358           

2021/06/11 大宮駅西口 埼玉県警17-7241053 WBD007L04840        

2021/06/14 2/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2021/06/07 浦和駅東口 埼玉県警20-204991731 GG9K14040           

2021/06/07 浦和駅東口 兵庫県警H-090960 S7G053459           

2021/06/07 浦和駅西口 埼玉県警05-5199646 B4J00299            

2021/06/07 浦和駅西口 埼玉県警12-2570513 U117?20836          

2021/06/07 浦和駅西口 埼玉県警15-5267671 H7E08863            

2021/06/07 北浦和駅西口 埼玉県警19-192283256 STC013271           

2021/06/07 与野駅東口 埼玉県警08-8370694 AC08F03173          

2021/06/07 中浦和駅 埼玉県警19-193853200 F90702188           

2021/06/07 北与野駅 埼玉県警04-4358548 B3L16927            

2021/06/07 南与野駅 埼玉県警17-7273869 S7B038322           

2021/06/08 浦和駅東口 月島A-04497 C6AJ7638            

2021/06/08 浦和駅西口 埼玉県警20-204837694 K1FK19603           

2021/06/08 北浦和駅西口 埼玉県警06-6471905 B6C29905            

2021/06/08 与野駅西口 埼玉県警14-4424951 A14AE35218          

2021/06/08 北与野駅 不明 B4F02948            

2021/06/10 浦和駅東口 埼玉県警19-191269969 B5L71713            

2021/06/10 浦和駅西口 埼玉県警17-7324371 F61225968           

2021/06/10 浦和駅西口 埼玉県警13-3141802 B1B22966            

2021/06/10 北浦和駅西口 埼玉県警20-205426019 SUI 004197           

2021/06/11 浦和駅西口 埼玉県警05-5232851 5Q01240             

2021/06/11 北浦和駅東口 埼玉県警16-6312256 B4A52278            

2021/06/11 北浦和駅東口 埼玉県警21-211025379 V200708774          

2021/06/11 北浦和駅西口 埼玉県警18-8442385 SSG370421           

2021/06/14 3/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2021/06/07 岩槻駅 埼玉県警11-1595440 KLA1144094          

2021/06/07 岩槻駅 埼玉県警16-6044971 A14AD07873          

2021/06/07 岩槻駅 埼玉県警19-191891481 STD310217           

2021/06/07 岩槻駅 埼玉県警07-7095237 B6G19616            

2021/06/07 岩槻駅 埼玉県警08-8299070 LHA14297            

2021/06/10 岩槻駅 埼玉県警12-2357974 T32EF101            

2021/06/11 岩槻駅 埼玉県警21-211418915 SVUL01928           

2021/06/11 岩槻駅 埼玉県警20-201224039 TBCCC341            

合計： 65台
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さいたま市告示第１０１０号 

さいたま市立病院シリンジポンプ（ＴＣＩ）賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和３年６月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

さいたま市立病院シリンジポンプ（ＴＣＩ）賃貸借 

  借入場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

  数量・特質等 

  仕様書のとおり 

  借入期間 

令和３年８月１日から令和９年７月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に営業種目「医療機器レンタル等」で登載されている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

   本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止

要 

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約か

ら 

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受

け 

ている期間がない者であること。 

   入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

が 

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

   入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立て

が 

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

   本入札の公告日において、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す
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る法律」（昭和３５年法律第１４５号）に基づく高度管理医療機器等の貸与業の許可を受けて

いる者であること。 

   平成３１年４月１日以降に、国又は地方公共団体と、当該機器と種類及び規模をほぼ同じく

す 

る賃貸借契約を２回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した者  

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付する。 

  交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０番地 さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院財務課 

担当 調達係 電話 ０４８（８７３）４２７４ 

  交付期間 

告示の日から令和３年６月２５日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分ま

で） 

  交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

３ に同じ 

  受付場所 

３ に同じ 

  提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付場所 

３ に同じ 

  交付日時 

令和３年６月３０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

  本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 
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  競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

  入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、機器１式を１ヶ月間賃貸借する金額を記入すること。なお、

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加

算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。

）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。 

  入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月７日（水）午前９時１５分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０番地 さいたま市立病院別館２階会議室１ 

  入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除す

る。 

  開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月７日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７ イに同じ 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は無効とする。 

  入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０番地 さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院財務課 

担当 調達係 電話 ０４８（８７３）４２７４ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

８ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

   要 

  議決の要否 

   否 
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９ その他 

  契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院財務課及びホームページにおい

て閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

   詳細は、入札説明書によるものとする。
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さいたま市告示第１０１１号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定による道路の指定をしたの

で、次のとおり告示する。 

令和３年６月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 指定を受けた者 

  事業名 さいたま都市計画事業東浦和第二土地区画整理事業 

  施行者 さいたま市 

２ 指定した道路の概要 

  ①名称 区６－２号線 

②幅員 ６ｍ 

③延長 ３４．２６５ｍ 

３ 道路の指定場所 

・ 次の表のとおり 

土地の表示 

区名 大字・町名 字・丁目 地番 

緑区 中尾 不動谷 ２２２番１ 一部 

緑区 中尾 不動谷 ２２２番３ 一部 

緑区 中尾 不動谷 ２２２番７ 一部 

緑区 中尾 不動谷 ２２２番９ 一部 

緑区 中尾 不動谷 ２２２番１０ 一部 

緑区 中尾 不動谷 ２２４番１ 一部 
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さいたま市告示第１０１２号 

さいたま市立病院発熱外来用仮設プレハブ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和３年６月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

さいたま市立病院発熱外来用仮設プレハブ賃貸借 

  設置場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０番地 さいたま市立病院 

  数量・特質等 

仕様書のとおり 

  賃貸借期間 

賃貸借開始日から令和４年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）に

営業種目「仮設建物リース等」に登載されている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得な

い者、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

  平成２８年４月１日以降に、官公庁における延床面積２４㎡以上の同種業務の契約を締結し、

誠実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 

  本賃貸借物件の設置工事期間中に、工事に対応する建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の許

可業種（建設工事業）に係る技術者の資格を有する者を、同法第 26 条の規定に基づき施工現場

に配置することができること。なお、専任で配置する技術者は、入札日以前に恒常的に 3 箇月以

上の雇用関係にある者であること。 

３ 入札説明書及び仕様書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

  交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０番地  
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さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 施設係 電話 ０４８（８７３）４１７０ 

  交付期間 

告示の日から令和３年６月２２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

  交付費用 

無償 

  交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日におい

て確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

３ に同じ 

  受付場所 

３ に同じ 

  提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付場所 

３ に同じ 

  交付日時 

令和３年６月２３日（水）午前９時から午後４時まで 

  その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

  単価（月額）で行う。入札金額は、賃貸料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

  入札の日時及び場所 

ア 入札日時 
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令和３年６月２５日（金）午前１０時００分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０番地 さいたま市立病院 別館２階第１会議室 

  入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

  提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

  入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

  入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

  独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

  その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

ウ 落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引か

せ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

７ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

８ 開札の日時及び場所 

  日時 

令和３年６月２５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

  場所 

６ イに同じ 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０番地  

さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

電話 ０４８（８７３）４１７０ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１２ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

要 

  支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１３ その他 

  提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

  入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

  契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

  詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１０１３号 

「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44 年法律第 58 号）第 13 条第１項の規定に基づき、

農業振興地域整備計画の変更を行ったので、同法第 13 条第４項で準用する同法第 12 条第１項の規定

に基づき公告するとともに、同条第 2 項の規定により当該計画書を次のとおり縦覧に供する。 

令和３年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 農用地利用計画の縦覧場所 

さいたま市経済局農業政策部農業環境整備課 

２ 農用地利用計画の縦覧期間 

  令和３年６月２１日以降常時備え置いてあります。 

３ 連絡先 

担当 さいたま市経済局農業政策部農業環境整備課 

直通 048-829-1377 
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さいたま市告示第１０１４号 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 

令和３年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 

・ 市県民税 督促状 

・ 固定資産税・都市計画税 督促状 

・ 国民健康保険税 督促状 

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称 

  督促状 

別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 

  送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 

  公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

   担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 

   電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 
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さいたま市告示第１０１５号 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 

令和３年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 

・ 差押調書（謄本） 

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称 

別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 

  送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 

  公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

   担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 

   電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 
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さいたま市告示第１０１６号 

さいたま市の発注する「緑のふるさとセンター中規模修繕（電気設備）工事」ほか９件の一般競争

入札について、次のとおり公告する。 

令和３年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び監

理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし
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た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者

実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４６６２－７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 緑のふるさとセンター中規模修繕（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市西区大字西新井１２４番地 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月２５日まで 
概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 構内交換設備工事一式 拡声設備工事一

式 誘導支援設備工事一式 自動火災報知設備工事一式 既存設備撤去工事一式 
予定価格（税込） ２０，４１６，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年６月２９日（火）午前９時から 

令和３年７月 １日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月２日（金）午前９時から 

令和３年７月５日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月６日（火）午後２時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年６月２８日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・「緑のふるさとセンター中規模修繕（建築）工事」の落札候補者が決まらない

ときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 

・「緑のふるさとセンター中規模修繕（機械設備）工事」の落札候補者が決まら

ないときは、開札後であっても本件入札を中止する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４６６２－６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 緑のふるさとセンター中規模修繕（機械設備）工事 
工事場所 さいたま市西区大字西新井１２４番地 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月２５日まで 
概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 自動制御設備工事一式 給水設備工

事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一式 ガス設備工事一式 厨房機器設

備工事一式 既存設備撤去工事一式 
予定価格（税込） ４４，０４４，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年６月２９日（火）午前９時から 

令和３年７月 １日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月２日（金）午前９時から 

令和３年７月５日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月６日（火）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年６月２８日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 「緑のふるさとセンター中規模修繕（建築）工事」又は「緑のふるさとセンター

中規模修繕（電気設備）工事」の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関

する開札を延期又は中止する場合がある。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－１６５５－７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 日進公園コミュニティセンター中規模修繕（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市北区日進町１丁目３１２番地２ 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月２８日まで 
概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 拡声設備工事一式 誘導支援設備工事一

式 テレビ共同受信設備工事一式 監視カメラ設備工事一式 防犯・入退室管理

設備工事一式 自動火災報知設備工事一式 既存設備撤去工事一式 
予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年６月２９日（火）午前９時から 

令和３年７月 １日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月２日（金）午前９時から 

令和３年７月５日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月６日（火）午後３時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年６月２８日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・「日進公園コミュニティセンター中規模修繕（建築）工事」の落札候補者が決

まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 

・「日進公園コミュニティセンター中規模修繕（機械設備）工事」の落札候補者

が決まらないときは、開札後であっても本件入札を中止する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－１６５５－８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 日進公園コミュニティセンター中規模修繕（機械設備）工事 
工事場所 さいたま市北区日進町１丁目３１２番地２ 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月２８日まで 
概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 衛生器具設備工事一式 給水設備工

事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一式 ガス設備工事一式 既存設備撤

去工事一式 
予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年６月２９日（火）午前９時から 

令和３年７月 １日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月２日（金）午前９時から 

令和３年７月５日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月６日（火）午後３時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年６月２８日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 「日進公園コミュニティセンター中規模修繕（建築）工事」又は「日進公園コミ

ュニティセンター中規模修繕（電気設備）工事」の落札候補者が決まらないとき

は、本件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５２０７－５０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 尾間木小学校外１校ブロック塀改修工事 
工事場所 さいたま市緑区東浦和８丁目１１番地５外 
履行期間 契約確定の日から令和４年１月１４日まで 
概要 【小学校のブロック塀改修（撤去・新設）工事】 （尾間木小学校）延長約

264m （南浦和小学校）延長約 69m 【小学校のシュート板撤去工事】 （尾間

木小学校）約 7.2m 

予定価格（税込） ２９，８４３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年６月２９日（火）午前９時から 

令和３年７月 １日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月２日（金）午前９時から 

令和３年７月５日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月６日（火）午後４時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年６月２８日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」の対象

工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５２０７－５１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 日進小学校ブロック塀改修工事 
工事場所 さいたま市北区日進町２丁目９１１番地 
履行期間 契約確定の日から令和３年１１月１２日まで 
概要 小学校のブロック塀改修工事 目隠しフェンス H＝1.5m 約 42.5m メッシュ

フェンス H＝1.5m 外 約 6.1m 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年６月２９日（火）午前９時から 

令和３年７月 １日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月２日（金）午前９時から 

令和３年７月５日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月６日（火）午後４時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年６月２８日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」の対象

工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４４６５－１１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道Ｅ－９６号線） 
工事場所 さいたま市浦和区常盤６丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和３年１０月２９日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 216.0m 幅員 7.9m～9.1m 舗装工 路面切

削 1980 ㎡ 表層 1810 ㎡ 表層 174 ㎡ 区画線工一式 道路付属施設工一式 付

帯工一式 交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１日（木）午前９時から 

令和３年７月５日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月７日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月８日（木）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年６月３０日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月５日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－８４０－６２２４ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５５５３－２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 常盤公民館大規模改修（建築）工事 
工事場所 さいたま市浦和区常盤９丁目３０番１号 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月１０日まで 
概要 防水改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内装改修工事 塗装改修工事 外

構改修工事 外 
予定価格（税込） １４５，５３０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後１時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 後日発注予定の「常盤公民館大規模改修（電気設備）工事」又は「常盤公民館大

規模改修（機械設備）工事」の落札候補者が決まらないときは、開札後であって

も本件入札を中止する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部保全管理課 

電話 ０４８－８２９－１５１０ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５５５３－４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 常盤公民館大規模改修（機械設備）工事 
工事場所 さいたま市浦和区常盤９丁目３０番１号 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月１０日まで 
概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 衛生器具設備工事一式 給水設備工

事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一式 ガス設備工事一式 
予定価格（税込） ５１，７９９，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後１時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 「常盤公民館大規模改修（建築）工事」又は後日発注予定の「常盤公民館大規模

改修（電気設備）工事」の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開

札を延期又は中止する場合がある。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－２３８２－８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 片柳児童センター中規模修繕（建築）工事 
工事場所 さいたま市見沼区大字東新井７１０番地７８ 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月４日まで 
概要 防水改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内装改修工事 内装木質化改修工

事 塗装改修工事 外構改修工事 外 
予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後２時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級又はＡ級。ただし、Ａ級については、当該業種で令和元年度又

は令和２年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は平成３

１年１月１日から令和２年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた当該業

種の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」の１件

以上の平均点が７６点以上であること（該当者については、本工事の入札情報公

開システムに掲載する「令和３年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀施工者

について」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２１日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２１日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 後日発注予定の「片柳児童センター中規模修繕（電気設備）工事」の落札候補者

が決まらないときは、開札後であっても本件入札を中止する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部保全管理課 

電話 ０４８－８２９－１５１０ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１０１７号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 

令和３年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 申請者 

  住所 さいたま市大宮区大成町二丁目２７４番地 

  氏名 株式会社ヤマギシライフコーポレーション 代表取締役 山岸 俊和 

２ 位置指定道路の概要 

  道路の位置 さいたま市北区日進町二丁目１５５４番２ 

  指定の年月日 令和３年６月１８日 

  指定の番号 第北２１－００５号 

   道路の幅員 ４．００ｍ 

   道路の延長 ８．２４ｍ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１０１８号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 

令和３年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 

 督促状 

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称 

別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 

(1) 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付す

る。 

(2) 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

(1) 担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 

(2) 電話 ０４８（６４６）３０４３ 
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さいたま市告示第１０１９号 

消防局広報車１台の賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和３年６月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件  名 

令和３年度 消防局広報車賃貸借契約 

  履行場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 

  車  両 

仕様書のとおり 

  履行期間 

令和３年１１月１日から令和８年１０月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次のすべての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３年・４年度さいたま市競争入札参加資格の申請を行っている

こと。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない

者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

  履行期間において、仕様書の内容を遵守し、確実に業務履行できること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対して入札説明書等を交付するものとする。 

なお、交付方法は郵送又は電子メール送信を用いるので、交付を希望する者は受付期間内に次の

担当課へ電話連絡をすること。 

さいたま市消防局警防部警防課  電話 ０４８（８３３）７３９４ 

  受付期間 

公告の日から令和３年７月１日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

正午まで及び午後１時から午後４時まで） 

なお、最終発送日時は令和３年７月１日（木）午後５時とする。 

  交付費用 
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無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」

という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日にお

いて確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  提出方法 

書留郵便（一般書留、簡易書留）による郵送とする。 

  受付期間 

入札説明書等の交付を受けた日から令和３年７月２日（金）正午まで。 

受付期間内に必着のこと。 

  送付先 

〒３３０－００６１ 

さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 

さいたま市消防局警防部警防課装備係 宛て 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付方法 

郵送とする。 

  交付（発送）日 

令和３年７月９日（金） 

６ 競争入札参加資格の喪失 

  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

   本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

   競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

  入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１ヶ月当たりの額を記入すること。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

入札参加者は、入札説明書に定める必要書類を令和３年７月１５日（木）正午までに、上記

４ の送付先まで書留郵便（一般書留、簡易書留）により郵送すること。 

  入札保証金 
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見積もった金額（月額）に月数（６０ヶ月）を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。 

ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する

場合は、免除とする。 

なお、入札保証金を納付した場合は納付書を入札書に同封すること。 

  開札の日時及び場所 

 ア 日時 

   令和３年７月１６日（金）午後２時００分 

 イ 場所 

   さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 

さいたま市消防局５階 警防本部室 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  入札の無効 

  さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

  入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 

さいたま市消防局警防部警防課 

電話 ０４８（８３３）７３９４ 

８ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額（月額）に月数（６０ヶ月）を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。 

ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

要 

  議決の要否 

  否 

９ その他 

  契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

  詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１０２０号 

 令和３年さいたま市議会６月定例会において議決された次の補正予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定により、別紙のとおり（別紙省略）公表する。 

令和３年６月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 令和３年度さいたま市一般会計補正予算（第３号） 

２ 令和３年度さいたま市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 
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さいたま市告示第１０２１号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

 さいたま市見沼区大字東宮下字相ノ谷５５２番７ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 

３ 許可番号 

 令 和 ３ 年 １ 月 ４ 日 

 第開‐Ｎ２０２０１０７号 

４ 検査済証番号 

令 和 ３ 年 ６ 月 ２ １ 日 

 第完‐Ｎ２０２０１０７号 
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さいたま市告示第１０２２号 

さいたま市マイナンバーカード申請パンフレット配布業務について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。 

令和３年６月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

さいたま市マイナンバーカード申請パンフレット配布業務 

  履行場所 

さいたま市全域 

  業務概要 

マイナンバーカード申請パンフレット（巻三つ折り（仕上りＡ４判））の配布（市報さいたま 

９月号と同時配布） 

  履行期間 

令和３年８月１０日から令和３年９月２２日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「市報等配送・配布」で登載され

ている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

  配布員によって、行政機関が発行する印刷物を特定の行政区域全域に全戸配布（１回当たり３

０万世帯以上）した実績（元請に限る。）を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

  交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

担当 デジタル改革担当 電話 ０４８（８２９）１０４８ 

  イ さいたま市ホームページからダウンロード（入札説明書のみ） 
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https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/index.html 

  交付期間 

告示の日から令和３年７月１３日（火）まで（３ アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。

）を除く午前９時から午後４時まで） 

  交付費用 

無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

告示の日から令和３年７月１４日（水）まで（持参の場合は、休日を除く午前９時から午後４

時まで） 

  受付場所 

３ アに同じ 

  提出方法 

持参又は郵送 

  郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年７月１４日（水）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル

改革推進部デジタル改革担当 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付場所 

３ アに同じ 

  交付日時 

令和３年７月１６日（金）午前９時から午後４時まで 

  その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

  入札方法 

単価で行う。入札金額は、１部当たりの配布に要する額を記入することとし、当該金額（単価
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）は、１円未満について、小数点以下第２位までとする。なお、落札決定に当たっては、入札書

に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

  郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年７月２７日（火）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営

戦略部分権・広域行政担当 

  入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月２８日（水）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟２階第３会議室 

  入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定配布部数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 

  開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月２８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６ イに同じ 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじ

を引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

  入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

  入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部 

電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

  業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

電話 ０４８（８２９）１０４８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８５ 

７ 契約手続等 

  契約保証金 
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契約金額（単価）に予定配布部数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

要 

  議決の要否 

否 

８ その他 

  この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  契約条項等は、さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

  詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１０２３号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区大字黒谷字中通１４００番４ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

  （省略） 

３ 許可番号 

 令和 ２年１２月１６日 

 第開‐Ｎ２０２００９９号 

４ 検査済証番号 

 令和 ３年 ６月２１日 

 第完‐Ｎ２０２００９９号 
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さいたま市告示第１０２４号 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 

令和３年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 

・ 差押調書（謄本） 

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称 

  別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 

  送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 

  公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

  担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 

  電話 ０４８（６４６）３０４５  
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さいたま市告示第１０２５号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字中野林字袋４１５番４ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

 （省略） 

３ 許可番号 

 令 和 ３ 年 ３ 月 ２ 日 

 第開‐Ｎ２０２０１１９号 

４ 検査済証番号 

令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ２ 日 

第完‐Ｎ２０２０１１９号 
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さいたま市告示第１０２６号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市浦和区領家六丁目１８６番１、１８６番３、１８６番４、１８６番５、１８６番６、

１８６番７、１８６番８、１８６番９、１８６番１０、１８６番１１、１８６番１２ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

さいたま市南区沼影一丁目１２番１号 

ポラスタウン開発株式会社 代表取締役 中内 晃次郎 

３ 許可番号 

 令和３年４月８日 

 第 変‐Ｓ２０２００６８ 号 

４ 検査済証番号 

 令和３年６月２２日 

 第 完‐Ｓ２０２００６８ 号 
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さいたま市告示第１０２７号 

 令和３年５月３１日さいたま市告示第９０７号において公告した一般競争入札について、次のとおり入

札を中止したので、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２項の規定に

より公示する。 

令和３年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 中止とした一般競争入札 

   契約整理番号 ０３－５２０７－３５ 

   工事名 大砂土東小学校プール改修（建築）工事 

   工事場所 さいたま市見沼区大和田町２丁目９９８番地 

２ 中止とした理由 

  「大砂土東小学校プール改修（機械設備）工事」が不調となったため。 
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さいたま市告示第１０２８号 

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年６月２９日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和３年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 
年齢  

（推定） 
首輪の

有無 
特  徴 

６月 
１７日 

猫 北区本郷町 雑種 メス サバ白 
2～3 ヶ月

齢 
無 負傷動物 

６月 
１８日 

猫 南区南浦和 雑種 オス 白黒 
0～7 日

齢 
無 負傷動物 

６月 
１８日 

猫 南区南浦和 雑種 オス 白黒 
0～7 日

齢 
無 負傷動物 

連絡先 

   担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 

  電話  ０４８（８４０）４１５０ 

  ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第１０２９号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 

令和３年６月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 申請者 

  住所 さいたま市大宮区土手町一丁目２９５番地５ 

  氏名 都市計画株式会社 代表取締役 菅谷 好治 

２ 位置指定道路の概要 

  道路の位置 さいたま市西区大字指扇字鎮守３２０７番２７、３１９１番４２ 

  指定の年月日 令和３年６月２２日 

  指定の番号 第北２１－００６号 

   道路の幅員 ５．００ｍ 

   道路の延長 ３２．０５ｍ 
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さいたま市告示第１０３０号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区大字釣上新田字中１３０７番１ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 

３ 許可番号 

令 和 ３ 年 １ 月 １ ９ 日 

第開‐Ｎ２０２０１０９号 

４ 検査済証番号 

令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ３ 日 

第完‐Ｎ２０２０１０９号 
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さいたま市告示第１０３１号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市緑区大字大間木字附島１７５４番１ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

東京都武蔵野市境二丁目２番２号 

株式会社飯田産業 代表取締役 千葉 雄二郎 

３ 許可番号 

 令和３年５月２７日 

 第 変‐Ｓ２０２００９９ 号 

４ 検査済証番号 

 令和３年６月２３日 

 第 完‐Ｓ２０２００９９ 号 
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さいたま市告示第１０３２号 

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年６月２９日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和３年６月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 
年齢  

（推定） 
首輪の

有無 
特  徴 

６月 
２３日 

犬 岩槻区慈恩寺 雑種 メス 茶 5～8 歳 有 
茶色ナイロン製胴輪 
青色リード  

連絡先 

   担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 

  電話  ０４８（８４０）４１５０ 

  ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第１０３３号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区西大宮一丁目４９番２２、４９番４６ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

 （省略） 

３ 許可番号 

 令 和 ２ 年 １ ２ 月 ３ 日 

 第開－Ｎ２０２０１０３号  

４ 検査済証番号 

令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ４ 日 

第完－Ｎ２０２０１０３号  
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さいたま市告示第１０３４号 

市民会館おおみや新施設公共施設予約端末等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基 

づき公告する。 

令和３年６月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

市民会館おおみや新施設公共施設予約端末等賃貸借 

  借入場所 

さいたま市大宮区大門町２－１１８番 大宮駅東口大門町２丁目中地区第一種市街地再開発事

業複合施設内４階 市民会館おおみや 

  数量・特質等 

仕様書のとおり 

  借入期間 

令和４年１月１日から令和８年１２ 月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載されている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

  交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課 

担当 文化施設係 電話 ０４８（８２９）１２２７ 

  交付期間 

告示の日から令和３年７月９日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
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  交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

３ に同じ 

  受付場所 

３ に同じ 

  提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付場所 

３ に同じ 

  交付日時 

令和３年７月１６日（金）午前９時から午後４時まで 

  その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

  入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

  入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月３０日（金）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室 

  入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と
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する。 

  開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月３０日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６ イに同じ 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

  入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課 

電話 ０４８（８２９）１２２７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９６ 

７ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

要 

  議決の要否 

否 

８ その他 

  契約条項等は、さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

  詳細は、入札説明書による。 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１０３５号 

さいたま市指定管理者第三者評価・研修業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

令和３年６月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

さいたま市指定管理者第三者評価・研修業務 

  履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

  業務概要 

仕様書のとおり 

  履行期間 

契約締結の日から令和４年３月１７日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」で登載されている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

  平成２８年度以降、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種業務を受託した実績

を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書、仕様書等（以下

「入札説明書等」という。）を交付するものとする。 

  交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部 

担当 公民連携推進担当 電話 ０４８（８２９）１１０６ 

  交付期間 

告示の日から令和３年７月１２日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
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いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

  交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

  交付費用 

無償 

４ 入札説明書等に関する質問及び回答 

入札説明書等の内容に関する質問がある場合は、次のとおり電子メールにより受け付けるものと

する。 

  受付先 

電子メールアドレス kaikaku@city.saitama.lg.jp 

  受付期間 

告示の日から令和３年７月６日（火）まで 

  質問に対する回答 

電子メールで入札参加者全員に令和３年７月１２日（月）までに随時回答する。なお、再質問

については実施しない。 

５ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

３ に同じ 

  受付場所 

３ に同じ 

  提出方法 

持参又は郵送 

  郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年７月１２日（月）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部行財政改

革推進部公民連携推進担当 

６ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付場所 

３ に同じ 

  交付日時 
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令和３年７月１５日（木）午前９時から午後４時まで 

  その他 

郵送希望者については、５の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

７ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

  本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

  競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

８ 入札手続等 

  入札方法 

総価で行う。入札金額は、当該業務に係る経費の全てを含めること。なお、落札決定に当たっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

  郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年７月２７日（火）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営

戦略部分権・広域行政担当 

  入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月２８日（水）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟２階第３会議室 

  入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月２８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

８ イに同じ 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじ
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を引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

  入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

  入札事務を担当する部署 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部 

電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

  業務を担当する部署 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部 

電話 ０４８（８２９）１１０６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

９ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

要 

  議決の要否 

否 

１０ その他 

  提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

  契約条項等は、さいたま市都市戦略本部行財政改革推進部及びホームページにおいて閲覧でき

る。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

  詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１０３６号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市見沼区大字御蔵字大ヶ谷戸１３４７番１、１３４９番１の各一部（第一工区） 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

 さいたま市南区沼影一丁目１３番１号 

 ポラスタウン開発株式会社 代表取締役 中内 晃次郎 

３ 許可番号 

 令 和 ３ 年 ４ 月 １ ６ 日 

 第開－Ｎ２０２０１４７号 

４ 検査済証番号 

 令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ４ 日 

 第完１Ｎ２０２０１４７号 
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さいたま市告示第１０３７号 

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年６月２９日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 

令和３年６月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 
年齢  

（推定） 
首輪の

有無 
特  徴 

６月 
２４日 

猫 北区日進町 雑種 めす キジ白 
２～４ 
週齢 

無  

６月 
２４日 

猫 北区日進町 雑種 めす 黒 
２～４ 
週齢 

無  

連絡先 

   担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 

  電話  ０４８（８４０）４１５０ 

  ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第１０３８号 

さいたま市「裏アートさいたま」巡回展示等実施業務について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。 

令和３年６月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

さいたま市「裏アートさいたま」巡回展示等実施業務 

  履行場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号外 

  業務概要 

仕様書のとおり 

  履行期間 

契約締結の日から令和４年３月２２日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「イベント・催事」の受注希望業務「イベント/企画・運営」及

び業務「製作等」の受注希望業務「製作/美術品」で登載されている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

  入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

  入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

  平成２８年以降に国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、文化芸術に関するイベン

ト実施業務の契約実績を２件以上有し、かつ、これらを誠実に履行した者であること。 

  平成２８年以降に国（独立行政法人を含む。）、地方公共団体又はそれらの外郭団体と、美術

館又は博物館における美術印刷（展示物印刷、図録印刷、作品集印刷のいずれか）の請負契約実

績を１件以上有し、かつ、これらを誠実に履行した者であること。 
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３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

  交付場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課 

担当 文化政策係 電話 ０４８－８２９－１２２５ 

ＦＡＸ ０４８－８２９－１９９６ 

  交付期間 

告示の日から令和３年６月３０日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前１

０時００分から午後５時００分まで） 

  交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」

という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札日におい

て確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

告示の日から令和３年６月３０日（水） まで（休日を除く午前１０時００分から午後５時

００分まで） 

  受付場所 

３ に同じ 

  提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付場所 

３ に同じ 

  交付日時 

令和３年７月２日（金）午前１０時００分から午後５時００分まで 

  その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

  入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額
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を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 

  入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月８日（木）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所第２入札室 

  入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１

３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月８日（木） 入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６ イに同じ 

  最低制限価格 

設定しない。 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の

範囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

  入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課 

電話 ０４８－８２９－１２２５ ＦＡＸ ０４８－８２９－１９９６ 

７ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規

定に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

    要 

  議決の要否 

    否 

８ その他 

  提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

  この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  契約条項等は、さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課及びホームページにおいて閲覧
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できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

  詳細は、入札説明書による。 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１０３９号 

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。 

令和３年６月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 保管理由 

 さいたま市自転車等放置防止条例 

２ 保管開始年月日 

 令和３年 ６月１８日 

３ 保管場所及び放置箇所 

  新開自転車保管所 

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域 

  吉野原自転車保管所 

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、 

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心 

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車 

  大戸自転車保管所 

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都 

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域 

  岩槻自転車保管所 

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域 

４ 保管自転車 

   別紙のとおり 

５ 保管台数 

    計 ６４台 

６ 連絡先 

  担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所 

  電話 ０４８（６５２）８８１２ 

  



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2021/06/14 東浦和駅 埼玉県警09-9488698 B9H20067            

2021/06/14 武蔵浦和駅 埼玉県警19-192474027 SSH342718           

2021/06/15 南浦和駅東口 野方C-98676 GF5H66772           

2021/06/15 武蔵浦和駅 埼玉県警19-190159795 V181098479          

2021/06/15 武蔵浦和駅 埼玉県警19-192707366 B9059061            

2021/06/15 武蔵浦和駅 不明 GD08097341          

2021/06/15 武蔵浦和駅 埼玉県警05-5581053 B5J61405            

2021/06/17 南浦和駅東口 埼玉県警17-7122160 A16AI 19541          

2021/06/17 南浦和駅東口 埼玉県警15-5146177 JH5A08472           

2021/06/17 南浦和駅西口 埼玉県警15-5540678 F50705393           

2021/06/17 武蔵浦和駅 埼玉県警06-6442202 B6E76737            

2021/06/17 武蔵浦和駅 不明 SY00100618          

2021/06/17 武蔵浦和駅 埼玉県警16-6256093 VF5H01958           

2021/06/18 南浦和駅東口 不明 VF18H01058          

2021/06/18 武蔵浦和駅 埼玉県警17-7018527 A16AI 42874          

2021/06/18 武蔵浦和駅 埼玉県警20-203409397 K8FK13016           

2021/06/18 武蔵浦和駅 不明 U46Y01944           

2021/06/18 武蔵浦和駅 埼玉県警06-6233348 H5B61697            

2021/06/18 武蔵浦和駅 埼玉県警05-5323213 A4F29853            

2021/06/21 1/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2021/06/14 大宮駅西口 埼玉県警19-190997405 KAI 0141385          

2021/06/14 大宮駅西口 埼玉県警08-8516923 B8E25523            

2021/06/14 大宮駅西口 埼玉県警19-191786149 STB026843           

2021/06/14 宮原駅東口 埼玉県警01-1389308 TFI 0000492          

2021/06/14 東大宮駅西口 埼玉県警17-7377528 T16F0515            

2021/06/15 大宮駅西口 埼玉県警20-201495440 STL015985           

2021/06/15 土呂駅東口 埼玉県警15-5256342 STNLA47551          

2021/06/15 新都心駅東口 埼玉県警19-191696719 STRJY31308          

2021/06/17 大宮駅東口 埼玉県警21-211874627 A20PL04882          

2021/06/17 大宮駅東口 埼玉県警21-210066306 STSKY11625          

2021/06/17 大宮駅東口 埼玉県警20-203660863 YJ90101155          

2021/06/17 大宮駅東口 埼玉県警20-200193636 SVTE01931           

2021/06/17 大宮駅東口 広島県警B-011056 JMH180504115        

2021/06/17 大宮駅東口 不明 STQGF00834          

2021/06/17 東大宮駅西口 埼玉県警19-191244613 V181212656          

2021/06/17 東大宮駅西口 埼玉県警19-192747520 A19AC14842          

2021/06/17 東大宮駅西口 埼玉県警18-8434042 A18AG24613          

2021/06/17 七里駅 不明 S1A34687            

2021/06/17 加茂宮駅 埼玉県警15-5592050 B5H83485            

2021/06/17 加茂宮駅 不明 4T03970             

2021/06/17 今羽駅 埼玉県警14-4000028 3Y06701             

2021/06/18 大宮駅東口 埼玉県警19-190074080 JJ18F00674          

2021/06/18 大宮駅西口 埼玉県警16-6344960 V160309251          

2021/06/18 大宮駅西口 埼玉県警20-204666997 G200302919          

2021/06/18 大宮駅西口 埼玉県警20-203526610 GG0G33983           

2021/06/18 宮原駅東口 埼玉県警19-191939190 A16AA70782          

2021/06/21 2/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2021/06/14 浦和駅東口 埼玉県警19-191818946 F181182301          

2021/06/14 浦和駅東口 埼玉県警12-2611907 S2G29969            

2021/06/14 浦和駅西口 埼玉県警03-3261283 GV3C12848           

2021/06/14 浦和駅西口 埼玉県警03-3326603 GV3021929           

2021/06/14 北浦和駅東口 三重県警06-K-58098 SSG013668           

2021/06/14 南与野駅 埼玉県警21-212050768 SUJ055494           

2021/06/14 南与野駅 埼玉県警16-6458806 STPEJ01647          

2021/06/15 浦和駅東口 埼玉県警18-8414155 GC8E01108           

2021/06/15 新都心駅西口 埼玉県警14-4186896 RA90062             

2021/06/15 北与野駅 埼玉県警18-8003497 156004953           

2021/06/15 北与野駅 埼玉県警14-4410559 F140406808          

2021/06/17 浦和駅東口 埼玉県警13-3110477 I 0C011?0623         

2021/06/17 浦和駅東口 千葉県警ｲ-213184 A17AD10929          

2021/06/17 浦和駅西口 亀有J-02214 A15AH27441          

2021/06/17 北浦和駅東口 埼玉県警14-4286753 MF2A000466          

2021/06/17 与野駅西口 埼玉県警15-5546559 VF15D02222          

2021/06/17 北与野駅 埼玉県警17-7441268 F170871119          

2021/06/21 3/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2021/06/15 岩槻駅 埼玉県警19-191013735 F81201643           

2021/06/17 岩槻駅 埼玉県警18-8207363 SPL136348           

合計： 64台

2021/06/21 4/4 ページ
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さいたま市告示第１０４０号 

さいたま市の発注する「常盤公民館大規模改修（電気設備）工事」ほか１３件の一般競争入札につ

いて、次のとおり公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び監

理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし
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た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者

実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０３－５５５３－６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 常盤公民館大規模改修（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市浦和区常盤９丁目３０番１号 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月１０日まで 
概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 発電設備工事一式 構内交換設備工事一

式 誘導支援設備工事一式 映像・音響設備工事一式 拡声設備工事一式 テレ

ビ共同受信設備工事一式 自動火災報知設備工事一式 
予定価格（税込） ４２，９７７，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後１時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・「常盤公民館大規模改修（建築）工事」の落札候補者が決まらないときは、本

件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 

・「常盤公民館大規模改修（機械設備）工事」の落札候補者が決まらないとき

は、開札後であっても本件入札を中止する。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０３－２３８２－１０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 片柳児童センター中規模修繕（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市見沼区大字東新井７１０番地７８ 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月４日まで 
概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 構内交換設備工事一式 拡声設備工事一

式 誘導支援設備工事一式 テレビ共同受信設備工事一式 監視カメラ設備工事

一式 自動火災報知設備工事一式 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 

衛生器具設備工事一式 給水設備工事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一

式 既存設備撤去工事一式 
予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 「片柳児童センター中規模修繕（建築）工事」の落札候補者が決まらないとき

は、本件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５２０７－６３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 与野本町小学校外構工事 
工事場所 さいたま市中央区本町東３丁目５番２３号 
履行期間 契約確定の日から令和３年１２月８日まで 
概要 外構工事 
予定価格（税込） ４１，１９５，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級、Ａ級又はＢ級。ただし、Ｂ級については、当該業種で令和元

年度又は令和２年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞していること又は

平成３１年１月１日から令和２年１２月３１日までの間に工事完成検査を受けた

当該業種の「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

の１件以上の平均点が７５点以上であること（該当者については、本工事の入札

情報公開システムに掲載する「令和３年度建設工事の発注標準及び発注標準優秀

施工者について」を参照すること。）。 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」の対象工

事（受注者希望方式）である。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５２０７－６１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 日進中学校外１校ブロック塀改修工事 
工事場所 さいたま市北区櫛引町２丁目５０３番地１外 
履行期間 契約確定の日から令和３年１１月１９日まで 
概要 中学校のブロック塀改修工事 （日進中学校）メッシュフェンス H＝1.0m 約

153.9m （大宮東中学校）メッシュフェンス H＝1.2m 約 12.1m 擁壁 約

5.8m 

予定価格（税込） １９，８２２，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後２時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」の対象

工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５２０７－６２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 高砂小学校外３校シュート板改修工事 
工事場所 さいたま市浦和区岸町４丁目１番２９号外 
履行期間 契約確定の日から令和３年１１月１２日まで 
概要 小学校のシュート板改修工事 【撤去シュート板】（高砂小学校）幅 8.8m×高

さ 0.9m （谷田小学校）幅 7.2m×高さ 1.2m （本太小学校）幅 7.2m×高さ

1.0m （道祖土小学校）幅 7.2m×高さ 0.8m 【新設シュート板】（谷田小学

校、本太小学校及び道祖土小学校）幅 8.0m×高さ 3.0m 

予定価格（税込） １６，７９７，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後３時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」の対象

工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４３８４－５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第５処理分区下水道工事（北再－Ｒ３－３０１１） 
工事場所 さいたま市北区吉野町１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月２８日まで 
概要 管きょ工 管きょ布設替工 （φ250）3.95m （φ300）59.2m （φ400）

65.97m 取付管工 取付管布設替工 32 箇所 取付管撤去 16 箇所 マンホール工 

組立 1 号マンホール設置工 2 基 蓋交換工 18 基 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後１時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 
電話 ０４８－６４６－３２５５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４３６８－９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 馬込２号排水路改修工事（北河Ｒ３その１） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字馬込地内 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月１０日まで 
概要 延長 44.85m 土工一式 U 型水路布設工 （2100×1600×2000）36.0m （2100

×1600×1295）2.6m 函渠布設工 6.2m 舗装工 15.8 ㎡ エキスパンドフェンス

設置工 77.3m 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後１時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 
電話 ０４８－６４６－３２３０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４３６５－２６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 道路修繕工事（Ｒ３市道１１９０１号線外） 
工事場所 さいたま市見沼区卸町１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和３年１１月３０日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 435m 幅員 8.0m 舗装工【夜間】 切削オ

ーバーレイ工（再生粗粒度 As-20、切削深さ 12 ㎝、t＝7 ㎝）3470 ㎡ 路面切削

工（切削深さ 5 ㎝）10 ㎡ 表層工（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）3480 ㎡ 

付帯工【夜間】一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後２時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 － 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４３５６－３９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 自転車通行環境整備工事（市道イワ１１０号線外１路線） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字岩槻地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月２８日まで 
概要 延長 2408m 区画線設置 5073m 区画線消去 6691m 矢羽根 （溶剤型ペイント

カラー舗装工）267 箇所 （溶融噴射式カラー塗装工）77 箇所 樹脂系すべり止

め舗装工 462 ㎡ 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－２３８２－７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 三橋児童センター中規模修繕（建築）工事 
工事場所 さいたま市大宮区三橋２丁目５９番地 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月４日まで 
概要 屋上防水・屋根改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内部仕上改修工事 便

所改修工事（全面改修） 外構改修工事 外 
予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後２時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 「三橋児童センター中規模修繕（電気設備）工事」の落札候補者が決まらないと

きは、開札後であっても本件入札を中止する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部保全管理課 

電話 ０４８－８２９－１５１０ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－２３８２－９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 三橋児童センター中規模修繕（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市大宮区三橋２丁目５９番地 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月４日まで 
概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 構内情報通信網設備工事一式 構内交換

設備工事一式 拡声設備工事一式 誘導支援設備工事一式 テレビ共同受信設備

工事一式 監視カメラ設備工事一式 防犯・入退室管理設備工事一式 自動火災

報知設備工事一式 構内配電線路工事一式 空気調和設備工事一式 換気設備工

事一式 自動制御設備工事一式 衛生器具設備工事一式 給排水設備工事一式 

給湯設備工事一式 排水設備工事一式 既存設備撤去工事一式 
予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 「三橋児童センター中規模修繕（建築）工事」の落札候補者が決まらないとき

は、本件入札に関する開札を延期又は中止する場合がある。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４７６２－１１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 慈恩寺第２分団車庫建替工事 
工事場所 さいたま市岩槻区大字表慈恩寺１５０５番地２ 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月２５日まで 
概要 解体工事 延べ面積 51.5 ㎡ Ｓ造 地上２階建て 新築工事 延べ面積 86.77

㎡ Ｓ造 地上２階建て 外構工事 

予定価格（税込） ６０，６３２，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」の対象工

事（受注者希望方式）である。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４３８４－３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第８処理分区下水道工事（北再－Ｒ３－３００３） 
工事場所 さいたま市北区植竹町２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで 
概要 延長 650.8m 管きょ更生工（既設管径 250～900mm）650.8m 耐震継手工（既設

管径 250～900mm）39 箇所 マンホール蓋交換工 20 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後２時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)又は(2)の要件を満たし、かつ、(3)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２３年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請と

して完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入している

こと。 

(3) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 
電話 ０４８－６４６－３２５５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０３－４３８４－４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第１６処理分区外下水道工事（北再－Ｒ３－３０１２） 
工事場所 さいたま市大宮区三橋１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで 
概要 管きょ工 管きょ布設替工 （φ200）82.60m （φ250）164.60m （φ300）

49.80m 取付管工 取付管布設替工 42 箇所 取付管撤去工 9 箇所 マンホール

工 組立 1 号人孔 7 基 マンホール蓋交換工 16 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後３時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、浦和区又は緑区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 
電話 ０４８－６４６－３２５５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１０４１号 

さいたま市の発注する「さいたま鴻巣線バイパス道路改良工事（Ｒ３）」の総合評価方式一般競争

入札について、次のとおり公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 (1) 方式 

  簡易型 

 (2) 評価値の算出方法 

  除算方式 

３ 入札参加資格の確認 

(1) 入札に参加しようとする者は、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争参加資格確

認申請書をシステムにおいて提出すること。 

(2) (1)の参加申請を行った者は、工事ごとに別に定める資格確認書類受付期間に、次に掲げる資

格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出し、入札参加資格の確

認を受けなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者に係る雇用関係を証明できる書類（専任で配置する技術者にあって

は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監

理技術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(3) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(2)に掲げる資格確認書類と併

せて次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじに

して各構成員の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

(4) 入札参加資格確認の結果は、工事ごとに別に定める日にシステムにおいて通知する。入札参

加資格がない旨の確認通知にはその理由を示す。 

(5) 入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、入札参加資格の有無の再確認を契約課に求

めることができる。再確認の期間は工事ごとに別に定める。 

４ 技術資料等の提出及び審査 

(1) 入札に参加しようとする者は、工事ごとに定める入札説明書に基づき技術提案書又は技術資

料（以下「技術資料等」という。）を作成し、契約課に提出すること。 

(2) 技術資料等の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

(3) 技術資料等の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行う。 

５ 落札者の決定 

(1) 落札者は、４(3)により算出した技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した

評価値が最も高い者とする。 

(2) 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」という。

）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。また、

６に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

られた者については、総合評価は行わない。 

(3) 評価値が最も高い者が２人以上あるときは、電子くじにより落札者を決定する。 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以
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下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に

適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし、総合

評価は行わない。 

(6) 低入札価格調査において、低価格入札者がさいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱

に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に

関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申
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立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者としな

い。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」と

いう。）の方法は工事ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

９ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１０ 入札の無効 

(1) さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第

１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

(2) 技術資料等の提出をしない者が行った入札は無効とする。 
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１１ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 技術資料等及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とす

る。 

(8) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(9) 落札者は、技術資料等及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当

該工事に配置すること。 

(10) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、さいたま

市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、

さいたま市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準及びさ

いたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところ

による。 
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契約整理番号 ０３－４４５９－５ 
入札方法 一般競争入札（電子・簡易型総合評価方式） 
参加形態 単体企業 
工事名 さいたま鴻巣線バイパス道路改良工事（Ｒ３） 
工事場所 さいたま市桜区中島３丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで 
概要 延長 340m 幅員 44m 道路土工一式 排水構造物工 277m 安全施設工 355m 撤

去工一式 舗装工 3140 ㎡ 

予定価格（税込） 事後公表 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
資格確認書類受付期間 令和３年７月 ９日（金） 

令和３年７月１２日（月） 
各日、午前９時から午後４時まで 

資格確認結果通知期日 令和３年７月１４日（水） 
資格の有無の再確認期間 令和３年７月１４日（水）から 

令和３年７月１５日（木）まで 
各日、午前９時から午後４時まで 

入札書提出期間 令和３年７月２７日（火）午前９時から 
令和３年７月２８日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和３年７月２９日（木）午後１時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 
２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 
入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書（さいた

ま鴻巣線バイパス道路改良工事（Ｒ３））.pdf」ファイルを参照すること。 
質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 

令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 
質問回答期日 令和３年７月 ８日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課 
電話 ０４８－８４０－６２１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１０４２号 

さいたま市の発注する「大原中学校校庭改修工事」ほか４件の一般競争入札について、次のとおり

公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして

取扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１
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０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平

成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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別表 
対象工事 ア 大原中学校校庭改修工事 

イ ［２債］高台堀排水路改修工事（北河Ｒ３） 

ウ 田島大牧線２工区街路整備工事（Ｒ３） 

エ 馬込２号排水路改修工事（北河Ｒ３その２） 

オ ［２債］準用河川黒谷川改修工事（北河Ｒ３） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ、エ及びオの入札は無効とす

る。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ、エ及びオの入札は無効とする。 

・対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エ及びオの入札は無効とする。 

・対象工事エの落札候補者が行った対象工事オの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０３－５２０７－５３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大原中学校校庭改修工事 
工事場所 さいたま市浦和区大原３丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで 
概要 グラウンド・コート施設等撤去工 南北グラウンド・コート施設撤去一式 敷地

造成工 南北グラウンド敷地造成一式 排水施設工 南北グラウンド排水施設一

式 グラウンド・コート舗装工 北グラウンド舗装（石灰スクリーニングス）

11000 ㎡ 南グラウンド舗装（緑色スクリーニングス）7630 ㎡ グラウンド・コ

ート施設整備工 南北グラウンド・コート施設整備一式 付帯工一式 仮設工一

式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後１時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 
さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－８４０－６２０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０３－４３６８－６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 ［２債］高台堀排水路改修工事（北河Ｒ３） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字金重地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年５月３１日まで 
概要 延長 38.2m ボックスカルバート布設工（□2500×2000）26.7m U 型水路布設工

（U2800×2200）11.5m 付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後１時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 
電話 ０４８－６４６－３２３１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４４５９－４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 田島大牧線２工区街路整備工事（Ｒ３） 
工事場所 さいたま市浦和区岸町７丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで 
概要 延長 680m 幅員 25m 道路照明工 道路照明柱 39 基 大型標識工 大型標識柱

4 基 電線共同溝工 管路工 78m 

予定価格（税込） １２８，８８７，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後１時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－８４０－６２１１ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４３６８－７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 馬込２号排水路改修工事（北河Ｒ３その２） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字馬込地内 
履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで 
概要 延長 208.3m 土工一式 U 型水路布設工 （U1200×1500）143.3m （U1200×

1400）59.8m ボックスカルバート布設工（□1200×1100）5.2m 舗装工 119 ㎡ 

フェンス設置工 406m 仮設工一式 

予定価格（税込） ９４，０９４，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後２時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 
電話 ０４８－６４６－３２３１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－４３６８－８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 ［２債］準用河川黒谷川改修工事（北河Ｒ３） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字尾ヶ崎新田地内外 
履行期間 契約確定の日から令和４年５月３１日まで 
概要 延長 37.2m 掘削工 400   盛土工 471   法面整形工 283 ㎡ 多自然型護岸工

（かごマット）943 ㎡ 構造物取壊し工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１５日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１６日（金）午前９時から 

令和３年７月１９日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月２０日（火）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１５日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 
電話 ０４８－６４６－３２３１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１０４３号 

さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ３市道１１０１８号線外）」ほか２件の一般

競争入札について、次のとおり公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして

取扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１
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０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平

成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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別表 

 本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。なお、工事ごとに参加資格に定める「所在地

区分」が異なるため、確認のうえ入札に参加すること。 

対象工事 ア スマイルロード整備工事（Ｒ３市道１１０１８号線外） 

イ スマイルロード整備工事（Ｒ３市道２７０４号線） 

ウ スマイルロード整備工事（Ｒ３市道イワ１０６号線） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０３－４３６５－２３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道１１０１８号線外） 
工事場所 さいたま市見沼区東大宮１丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和４年２月２８日まで 
概要 延長 264.2m 幅員 4.0m、6.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺Ｕ字溝（300

×300）511m 横断暗渠（300×240）20m 集水桝（□500×深 550）18 基 舗装

工 下層路盤（RC-40）171 ㎡ 上層路盤（C-30、RM-40）171 ㎡ 表層 （透水

性 As（樹脂・消石灰入り）、t＝5 ㎝）1212 ㎡ （再生密粒度 As-13、t＝5 ㎝）

57 ㎡ 撤去工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後１時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は浦和区に、本店を

有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０３－４３６５－２７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道２７０４号線） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字本宿地内 
履行期間 契約確定の日から令和３年１１月３０日まで 
概要 延長 229.8m 幅員 6.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺Ｕ形側溝工（300

型）403m 車道用横断仕様Ｚ付（深 300）50m 集水ます（□500、深 550）1 箇

所 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝26 ㎝）136 ㎡ 上層路盤（C-30、ｔ＝14 ㎝

）136 ㎡ 不陸整正（C-30、平均ｔ＝3 ㎝）1110 ㎡ 表層工（透水性 As（樹脂・

消石灰入）、t＝5 ㎝）1110 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後２時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は緑区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０３－４３６５－２８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道イワ１０６号線） 
工事場所 さいたま市岩槻区古ヶ場１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和３年１２月２８日まで 
概要 概算数量発注方式による発注 延長 281m 幅員 8.0m 路側工【夜間】 歩車道

境界ブロック（乗入部、切下平）12m 舗装工【夜間】 切削オーバーレイ工（

再生粗粒度 As-20、平均切削深さ 12 ㎝、t＝7 ㎝）2240 ㎡ 路面切削工（平均切

削深さ 5 ㎝）10 ㎡ 表層工（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）2250 ㎡ 付帯工

【夜間】一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は南区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１０４４号 

さいたま市の発注する「さいたま市立馬宮中学校外２校便所改修工事実施設計業務」ほか２件の一

般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 
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エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札
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書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１

万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置す

ること。 

(8) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５２０７－５９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 さいたま市立馬宮中学校外２校便所改修工事実施設計業務 
業務場所 さいたま市西区大字二ツ宮５８９番地１外 
履行期間 契約確定の日から令和４年１月１４日まで 
概要 （馬宮中学校）校舎１、３－１棟 改修延べ面積 246.30 ㎡ ＲＣ造 地上３階

建て 外部・内部スロープ新設 みんなのトイレ新設 （宮前中学校）校舎１－

１、１６棟 改修延べ面積 231.63 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て 外部・内部スロ

ープ新設 みんなのトイレ新設 （土屋中学校）校舎１棟 改修延べ面積

259.29 ㎡ ＲＣ造 地上３階建て 外部・内部スロープ新設 みんなのトイレ

新設 建築設計（実施設計） 設備設計（実施設計） 

予定価格（税込） １４，１２７，３００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後２時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業務 建築関連コンサルタント／学校施設 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当 

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて 

提出すること。 

業務担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－５２０７－６０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 さいたま市立大谷口小学校外２校便所改修工事実施設計業務 
業務場所 さいたま市南区大字広ヶ谷戸２４番地外 
履行期間 契約確定の日から令和４年１月１４日まで 
概要 （大谷口小学校）校舎２棟、１２棟 改修延べ面積 144.00 ㎡（２階職員便所を

含む） ＲＣ造 地上４階建て みんなのトイレ新設 外部・内部スロープ新設 

（本太小学校）校舎１－３棟、３３－２棟 改修延べ面積 301.86 ㎡（２階職員

便所を含む） ＲＣ造 地上３階建て みんなのトイレ新設 内部スロープ新設 

工事期間中の仮設便所設置検討 （向小学校）校舎１－１棟 改修延べ面積

380.80 ㎡ ＲＣ造 地上４階建て みんなのトイレ新設 工事期間中の仮設便

所設置検討 建築設計（実施設計） 設備設計（実施設計） 

予定価格（税込） １３，９２２，７００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和３年７月６日（火）午前９時から 

令和３年７月８日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和３年７月 ９日（金）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１３日（火）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業務 建築関連コンサルタント／学校施設 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 
令和３年７月 ５日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月８日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当 

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて 

提出すること。 

業務担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

契約整理番号 ０３－６４５６－３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

業務名 さいたま市東楽園再整備事業基盤整備実施設計業務 

業務場所 さいたま市見沼区大字膝子字中田９８４番外 

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１８日まで 

概要 基盤整備実施設計一式 道路詳細設計 0.22km 関係機関打合せ協議 5 回 打合

せ協議 5 回 

予定価格（税込） ２５，２７８，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和３年７月 ８日（木）午前９時から 

令和３年７月１２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和３年７月１３日（火）午前９時から 

令和３年７月１４日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和３年７月１５日（木）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業務 建設コンサルタント／都市計画及び地方計画 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 本公告日において、建設コンサルタント登録規程に基づく「都市計画及び地方計

画部門」の登録があること。 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和３年６月２８日（月）から 

質問受付期間 令和３年６月２８日（月）午前９時から 

令和３年７月 ７日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和３年７月１２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当該

資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて提

出すること。 

業務担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課 
電話 ０４８－８２９－１２５９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１０４５号 

さいたま市証明書交付システム機器賃貸借（馬宮支所外１１か所）について、次のとおり一般競争

入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７

条の６の規定に基づき公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

さいたま市証明書交付システム機器賃貸借（馬宮支所外１１か所） 

  履行場所 

さいたま市西区大字西遊馬２３６番地２ 外 

  数量・特質等 

ア 数量 １２台（各所毎１台） 

イ 特質等 仕様書による。 

  借入期間 

   令和３年１０月１日から令和８年９月３０日まで    

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載されている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。交付の方法は手交又は郵

送とする。郵送を希望する場合は受付先に連絡すること。手交を希望する場合は受付先にて直接手

交する。 

  受付先 

   さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所８階 さいたま市市民局区政推進部 

電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 

  交付期間 



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

   告示の日から令和３年７月１２日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

  交付費用 

無償 

  交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」

と 

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日におい

て確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

３ に同じ 

※郵送の場合は令和３年７月１２日（月）必着 

  受付場所 

３ に同じ 

  提出方法 

持参又は郵送 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付方法 

全て郵送とする。 

  交付日 

令和３年７月１６日（金）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 

  入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定

に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。 

  入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月２１日（水）午前１０時００分 

イ 場所 



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 西会議棟１階第７会議室 

  入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい 

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と 

する。 

  開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月２１日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６ イに同じ 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市市民局区政推進部 

電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 

７ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

要 

  議決の要否 

否 

８ その他 

  契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。 

     https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p073963.html 

  詳細は、入札説明書による。 

  



さいたま市告示一覧（令和３年６月１６日から同月３０日まで） 
 

 

さいたま市告示第１０４６号 

さいたま市学習状況調査業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（

昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

  件名 

さいたま市学習状況調査業務 

  履行場所 

委託者が指定する場所 

  業務概要 

仕様書のとおり 

  履行期間 

令和３年８月３１日から令和４年３月３０日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

 本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」の受注希望業務「その他の検査・測定・調

査」、業務「電算」の受注希望業務「システム・プログラム開発」又は業務「その他」で登載さ

れている者であること。 

  次のいずれにも該当しない者であること。 

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

  イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

  本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

  一般財団法人日本情報経済社会推進協会等からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）

付与認定を受けている者であること。 

  過去５年間において、さいたま市以外の地方公共団体と学習状況調査事業（採点、印刷、集計、

配送）の契約を締結し、履行した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

  交付場所 

さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ さいたま市教育委員会事務局学校教育部教育研究所 

担当 調査研究係 電話 ０４８（８６６）４３９１ 
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  交付期間 

告示の日から令和３年７月１４日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

  交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

  提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

  受付期間 

３ に同じ 

  受付場所 

３ に同じ 

  提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

  交付場所 

３ に同じ 

  交付日時 

令和３年７月２６日（月）午前９時から午後４時まで 

  その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

  入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

  入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年８月１８日（水）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 
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  入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

  開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年８月１８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６ イに同じ 

   最低制限価格 

   設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

  落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

  入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

  業務を担当する課 

さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ さいたま市教育委員会事務局学校教育部教育研究所 

電話 ０４８（８６６）４３９１ ＦＡＸ ０４８（８３８）０８８８ 

７ 契約手続等 

  契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

  契約書作成の要否 

要 

  議決の要否 

否 

８ その他 

  この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部教育研究所及びホームページにおいて

閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

  詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１０４７号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市緑区原山一丁目１１３番７、１１３番１０、１１３番１１、１１３番１２、１１３番

１３、１１３番２３、１１３番２４、１１６番５ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

川口市中青木二丁目１３番２１号 

青木信用金庫 理事長 清水 博司 

３ 許可番号 

令和３年３月３０日 

第 変‐Ｓ２０２００７３ 号 

４ 検査済証番号 

令和３年６月２５日 

 第 完‐Ｓ２０２００７３ 号 
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さいたま市告示第１０４８号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 

令和３年６月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市緑区大字中尾字駒形１２６８番１ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 

３ 許可番号 

 令和３年６月８日 

 第 変２Ｓ２０２００５８ 号 

４ 検査済証番号 

 令和３年６月２８日 

 第 完‐Ｓ２０２００５８ 号 
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さいたま市告示第１０４９号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 

令和３年６月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 

   差押調書（謄本） 

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称 

（省略） 

３ その他 

  送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 

  公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

  担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 

  電話 ０４８（６４６）３０４３ 


